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詳細な調査方法、市場定義、評価基準については、「補遺」のセクションを参照してい

ただきたい。 

調査概要 

本調査レポートは、『IDC MarketScape: Japan Artificial Intelligence Services 2025 Vendor 

Assessment （IDC #JPJ53015625、2025 年 10 月発行）』の Excerpt（抜粋）版である。 

IDCの見解 

本調査レポートは、国内 AI（Artificial Intelligence：人工知能）サービス市場における主

要ベンダーに対して、IDC MarketScape モデルに基づいて「戦略（Strategies）」および

「能力（Capabilities）」の評価を行い、その分析結果を報告するものである。 

IDC では、国内企業の多くが 2025 年に、AI の本番環境への導入といった転換期（AI-

Pivot 期）に入ったと位置づけており、中長期で目指すべき全社的な「AI 駆動型（AI-

Fueled）組織」への変革に向けた布石を打つ時期と捉えている。この転換期において、

企業は、ビジネスとテクノロジーの両面での適応が求められる。ビジネス面では、AI 戦

略を策定し、優先すべきユースケースを特定することで早期のビジネス成果を目指すこ

と、そして AI CoE（Center of Excellence）の運用などを通じたガバナンスやセキュリテ

ィの強化、AI 対応の「人と組織」への変革とチェンジマネジメントの強化が必要であ

る。テクノロジー面では、アシスタントから自律型エージェント、さらにはマルチエー

ジェント間のシステムとしてのエージェンティック AI へと進化する AI に適応するた

め、企業はインフラストラクチャからアプリケーションまでの技術スタック全体でこれ

に対応する必要がある。しかし、国内企業の多くは、この AI 駆動型組織への変革を進

めるための十分な社内リソース（人材、スキル）を保有していない。このため、外部事

業者による AI サービスへの需要が急速に高まっており、国内 AI サービス市場はサービ

ス市場全体の成長率を大幅に上回る拡大が予測されている。IDC が実施した調査『2025

年 国内デジタルビジネス支援サービス需要調査：国内企業のデジタルビジネスイニシア
ティブおよび支援サービス利用動向（IDC #JPJ52157125、2025 年 4 月発行）』では、

大企業の 52.4％が今後 1 年間に AI 活用／データ分析／自動化の支援サービスへの支出

を増加させると回答しており、これは外部支援サービスの中で最多であった。AI サービ

スベンダーには、この高まる需要に応えるため、ビジネス面とテクノロジー面の支援を

総合的に提供するデリバリー能力の拡張とオーケストレートが求められている。 

IDC は本評価において、AI サービスベンダーから提供された資料やインタビュー結果、

あるいは公表情報などを調査している。また、ユーザー調査を併せて実施しており、ベ

ンダーの主要な特性と能力に関する認識、期待項目などについてのフィードバックを収

集している。本調査で明らかとなった国内市場における AI サービスベンダーとユーザ

ーの動向を以下にまとめる。 

▪ AI サービスベンダーの取り組みは、技術導入の支援から、顧客の事業構造や組織

の変革を支援するといった、より戦略的なパートナーシップモデルへと急速にシ

フトしている。たとえば、POC（概念実証）段階で終わる事態を避け、定量的か

つ持続的なビジネス成果（ROI（Return on Investment）や売上／利益へのインパ
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クト）の達成に向けた支援サービスを強化しており、契約形態も従来のタイム＆

マテリアルや、いわゆる人月単価型から、成果ベース、トランザクションベー

ス、およびアセットを活用したリカーリング型へと多様化しつつある。リスクを

共有し投資効率を最大化するために、共同出資（JV）や包括的な支援契約の活用

も推進されている。技術面のオファリングでは、AI 活用による単純な効率化から

複雑な業務の自律的な遂行の支援が強化されており、たとえば自律型 AI エージ

ェントやマルチモーダル技術への適応が進んでいる。一方で、ベンダーの多くは

サービスプロバイダーとして、LLM（Large Language Model）などの汎用的な AI

技術による差別化ではなく、産業特化型のナレッジ（ドメイン知識や OT の知見

など）を深く組み込んだ、業界や業務特化型の AI 適用と統合を重視したオファ

リングの強化を進めている。また、AI に関する専門人材の不足が前提となる中

で、アセット（知的財産や独自ツール）や共通のサービス提供プラットフォー

ム、グローバルリソース、外部エコシステムパートナーとの協業を通じて、支援

能力を増強することが主要な課題となっている。 

▪ AI サービスのユーザー企業の関心は、AI 活用の段階を技術検証や POC の段階か

ら、ビジネス成果の達成へと移行している。ベンダーへの要望としても、定量的

なビジネス成果（ROI）の明確化や、本番稼働まで確実に推進する実行力やプロ

ジェクト管理力へ期待が高く、ROI と実行力の確保を求める傾向が強い。また、

先進的なユーザーを中心として、AI への適応が単発のシステム導入とは異なるも

のであることを理解し、AI 活用の内製化や、ベンダーロックインを回避すること

を重視する傾向も強まっており、外部ベンダーに対しても知見の社内定着と人材

育成へのコミットを求める傾向が進んでいる。実装支援においては、技術進化の

速さに対応するためのアジャイルな開発体制の提供への期待が高い。ユーザー自

身による「車輪の再発明」を避けるため、ベンダーが持つアセットや IP

（Intellectual Property：知的財産）の活用は基本的には歓迎される一方で、ベン

ダーロックインを避けるため、こうしたアセットの再利用や拡張の自由度を持

ち、オープン性を持つことが重要であるとの認識が高まっている。 

IDC MarketScape ベンダー選定の基準 

本調査レポートでは、国内市場において IDC の AI サービス市場調査範囲を網羅してサ

ービスを提供する主要な AI サービスベンダーを分析している。IDC では、本 IDC 

MarketScape の分析対象とするベンダー群を選定するに当たり、以下の基準を用いてい

る。 

▪ 提供期間：国内市場において、12 か月以上の AI サービスの提供実績があること 

▪ 国内 AI サービス市場において、50 億円以上の売上がある、もしくは同サービス

を提供する国内における 200 人以上の専門的な人員規模があること 

ITバイヤーへの提言 

本調査レポートのベンダー評価指標や評価内容、あるいはユーザー調査における AI サ

ービスの利用企業の声などを踏まえて、IT バイヤーがサービスベンダー選定時に考慮す

べきポイントを以下にまとめる。 
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▪ ビジネス変革の支援と IT実装支援の能力を統合的に評価すべきである：AI の本

格的導入が進む転換期（AI Pivot）に重要となる戦略策定やガバナンス強化の支援

や、人と組織の変革に向けた体制を構築するためのビジネス面の支援能力に加え

て、ユースケースの本番導入に向けた開発力といった実装能力や、運用に重要と

なる AI プラットフォームや AI インフラストラクチャの支援などのテクノロジー

面の支援を統合的に提供できるベンダーを選定すべきである。ビジネス面では、

ユースケースの構想や企画から本番稼働、運用や定着までをエンドツーエンドで

支援できる実行力の評価や、ROI の評価に関わるフレームワークの妥当性、売上

や損益の改善につながる提案を優先すべきである。IT 実装面では、将来の大規模

な実装を想定して実行可能性と持続可能性を確保するためのケイパビリティを厳

密に評価すべきであり、マルチ／ハイブリッドクラウドへの対応力や、スケーラ

ブルでセキュアな本番環境の提供力、AI プラットフォームのセキュリティやガバ

ナンスの提供力、あるいは、AI ソリューションの開発と運用の効率化に向けた

MLOps や LLMOps の支援能力などを重視すべきである。 

▪ 領域特化型の知識や IPアセットの適合性を精査すべきである：LLM を含む汎用

的な AI モデルの機能強化が進み、AI ソリューションの競争優位性は、特定の産

業や業務領域における深い専門知識（ドメイン知識）と、それを組み込んだ IP

アセットの適合性や有効性に強く左右されるようになりつつある。AI サービスに

おいても、LLM を含む汎用的な AI 技術の提供能力だけではなく、それが真のビ

ジネス価値を生むための特定業界や業務に深く根差した知見（ドメイン専門性）

との融合が不可欠である。AI サービスベンダーを選定する際には、取り組むべき

ユースケースに応じて、たとえば、製造や社会インフラにおける OT

（Operational Technology）の暗黙知、医療分野での医学的メカニズムに基づいた

説明可能なモデルの構築の力など、業務の中核的な領域におけるドメイン知識の

適合性を精査すべきである。また、実現すべきユースケースの周辺領域における

ROI の達成事例や実績、その背景となるベンダーの IP やアセット（ドメイン特化

型 LLM や業種特化型の AI エージェントなど）が、自社の個別要件にどの程度適

応およびカスタマイズできるかを見極めるべきである。 

▪ 自律的な変革を可能にする育成や内製化支援の要素を契約に組み込む：現在の AI

技術の進化スピードは顕著であり、企業が AI を活用して持続的に競争力を維持

するためには、外部ベンダーにすべてを依存するのではなく、自社内で AI を企

画、開発、運用できる人材を育成し、内製化を推進することが重要である。IT バ

イヤーは、AI サービスを利用する際に、単なる知識の提供に終わらない、実践的

かつ伴走型の人材育成プログラムを盛り込むべきである。また、現場社員が AI

を「使う側」から「生かす側」へと意識を変革できるよう、ノーコード／ローコ

ードツールを活用した市民開発の推進や、アジャイル開発手法の定着支援など、

AI を扱う仕組みと人の両面からの変革支援を求めるべきである。この際、ベンダ

ーの優秀な人材が自社社員に深く伴走し、組織的な能力（内製力）の向上にコミ

ットするためには、契約形態にも柔軟性を持ち、ベンダーに対して労働力の提供

に留まらない「インセンティブ」を与えることが重要になる。成果型の報酬や共

同出資会社の設立、より包括的なパートナーシップ契約などを通じて、ベンダー

の役割を、単なる「開発者」から、自社を刺激し、変革を促す「触媒（カタリス

ト）」として位置づけることが、ベンダーのコミットメントを引き出し、バイヤ

ーの長期的な成長のドライバー（促進要因）になると IDC ではみている。 
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▪ AIガバナンスとリスク管理体制の構築に向けた支援能力：AI の導入はハルシネ

ーションや著作権／プライバシー侵害、データの偏りによるバイアスなど、多様

かつ深刻なリスクを顕在化させる。AI 活用を進める上のガバナンスの確立は必須

要件であり、ベンダー選定に当たっては、AI 倫理原則や国内外の規制動向への深

い理解や、構想段階から実装・運用までのライフサイクル全体を通じてリスク管

理とコンプライアンスを支援できる包括的なガバナンス構築能力を求めるべきで

ある。多くの企業では、事業のコア領域への AI 活用を進めるほど、競争優位の

源泉となる機密情報や機微なデータを扱うことが増加する。ベンダーがデータプ

ライバシーや機密性を確保するためのセキュアな AI 基盤を提供できるかも、厳

しく評価すべきである。 

ベンダープロフィール 

本セクションでは、アクセンチュアに対して、IDC MarketScape モデルに基づいて「戦

略」および「能力」の評価を行った結果をまとめている。また、評価項目に含まれない

項目についてもベンダーの特徴を表わしている内容について言及している。 

アクセンチュア 

アクセンチュアは、「IDC MarketScape: Japan Artificial Intelligence Services 2025 Vendor 

Assessment」において、リーダーポジション（Leaders）になった。 

アクセンチュアはグローバル最大手の IT／ビジネスサービス事業者の一社であり、国内

市場においても、ビジネスコンサルティングから IT コンサルティング、IT の実装支援

からマネージドサービス、BPO（Business Process Outsourcing）サービスまでの幅広い

サービスラインを持つ。同社では、TER（Total Enterprise Reinvention）の概念の下で、

企業全体の統合的な変革支援に注力しており、AI をその最重要技術の一つと位置づけて

いる。 

同社では、TER を AI で支援するための広範な AI サービスを展開する。AI 戦略の策定か

らユースケースの開発、AI エージェントやエージェンティックワークフローの構築と実

行を支援するプラットフォームである Accenture AI HUB Platform および Accenture AI 

Refinery など用いた IT 実装の支援、Accenture AI Powered シリーズなどの事前構築済み

の AI ソリューションの導入支援、これらの継続的な運用支援、あるいは AI が組み込ま

れた BPO サービスなどが含まれる。同社の AI サービス提供プラットフォームは、多様

な AI モデルやクラウドサービスなどの外部サービスとの連携を重視している点に特徴

がある。また、同プラットフォームにおけるガバナンスやセキュリティ機能の強化を進

めている。たとえば、多様なエージェント活用を推進する上での AI ガバナンスとリス

ク管理について、Accenture AI Refinery と連携する Trusted Agent Huddle（TAH）という

ツールによってエージェントのオンボーディングやエージェント間の連携を支援する機

能を強化している。 

アクセンチュアの Data & AI チームは、Strategy & Consulting、Technology、

Operations、Industry X、Song といったサービスラインを横断する組織として、顧客の

企業変革をエンドツーエンドで支援する。同社が 2024 年 11 月に開設した「アクセン

チュア・アドバンスト・AI センター京都」では、経営層の意思決定を AI で支援するこ
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とに注力しており、開設後約半年で、数十社の国内企業の経営層が来訪している。同施

設では、AI エージェントで実現できるデジタルツイン・エンタープライズの在り方を提

示し、企業全体のデジタルツインによる経営のシミュレーションや、複数の CxO エージ

ェントを活用した経営意思決定の支援、Accenture AI Powered Organization 

Transformation を用いた組織設計支援などを行う。また、同社では経営視点のアプロー

チを通じた顧客との包括的な支援契約や共同出資会社（JV：Joint Venture）の設立を通

じた大規模な変革支援の実績を多く持つ。こうした支援に AI 技術を組み込み、より広

範なユースケースの開発や、顧客企業の人材育成の支援を行っている。 

強み 

アクセンチュアの強みは、コンサルティングサービスライン（Strategy & Consulting）を

中心に蓄積された業界に根差した業務知見と、Data & AI および Technology を中心とす

る AI の実装支援能力を連携させた、大規模な企業変革支援の能力である。また、AI サ

ービスのデリバリー人材の豊富さも、広範かつ迅速な AI 適応を進める顧客から評価を

受ける点である。 

課題 

同社の AI サービスは、データサイエンティストやコンサルタント、エンジニアの能力

や知見に基づく提供価値が大きい一方、コスト面が課題となる場合もある。Accenture 

AI Refinery／Accenture AI HUB Platform のようなプラットフォーム、アセット／IP に基

づくサービスや、業務知見を組み込んだ Accenture AI Powered サービスをさらに強化す

ることで、準大手／中堅企業を含むより幅広い顧客層へのリーチが可能になると IDC で

はみている。 

補遺／関連資料 

IDC MarketScape Graph の読み方 

本分析に当たって、IDC では潜在的な主要な指標を能力と戦略の 2 つのカテゴリーに分

けている。 

Y 軸は、サービスメニューや顧客ニーズへの貢献度合いといったベンダーの現在の能力

を示す。この能力は、現在の組織や製品の能力に関するものである。このカテゴリーに

基づき、IDC アナリストは、市場戦略を遂行する上で、こうした能力をどのように築き

上げ発揮しているかを分析する。 

X 軸は、ベンダーが 3～5 年後の将来に顧客からの要求に応えられる度合いを示す戦略

軸である。この戦略軸は、高度なレベルの意思決定や製品／サービス提供、顧客セグメ

ント、事業に関する計画、3～5 年後の顧客への製品／サービス提供計画に関するもの

である。 

バブルの大きさは、2024 年におけるベンダー各社の国内 AI サービス市場における売上

を基に、相対的な大きさを算出し、かつグラフの見やすさを考慮して総合的に評価した

ものである。 
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IDC MarketScape調査方法 

IDC MarketScape の評価基準、重み付け、ベンダースコアは、市場やベンダーに関する

十分な調査に基づいた IDC の判断によって設定されている。IDC アナリストは、標準特

性の範囲を定め、その基準に基づき、市場のリーディングベンダー、市場参入ベンダ

ー、エンドユーザーとのインタビュー、分析、調査を通して、ベンダーの評価を行って

いる。市場の重み付けは、各市場に関するユーザーインタビュー、バイヤー調査、IDC

の専門家で構成される委員会のレビューに基づき行われている。IDC のアナリストは、

詳細な調査、ベンダーインタビュー、公開情報、エンドユーザーからの情報、個々のベ

ンダーのスコア、ポジショニングの分析結果に基づき、正確で一貫性のあるベンダー評

価を行っている。 

市場定義 

AI サービス市場 

本調査レポートが対象とする AI サービスは、以下の評価、計画、設計、導入、運用に

活用されるものである。 

▪ AIソフトウェアプラットフォーム：構造化／非構造化情報に基づいて、アドバイ

ザリーサービスを分析、整理し、アクセスを提供するためのツールとテクノロジ

ーを提供するプラットフォームである。 

▪ AIアプリケーション：AI 技術がアプリケーション機能の中心的かつ重要な役割

を果たすアプリケーションである。 

AI は、従来人間が行っていたルールベースのタスクやプロセスの自動化をソフトウェア

ツールによって可能にするものである。機械による自動化は、人間が監督する場合と人

間が介入しない完全な自律型の両方を含む。 

AI サービスには、AI 向けのビジネスサービスと IT サービスが含まれる。 

▪ AI向けビジネスサービス：AI ソフトウェアやインフラストラクチャの導入に関

連するビジネスコンサルティングや産業共通型業務機能（Horizontal）BPO が含

まれる。AI 向けビジネスコンサルティングには、企業／組織の AI 戦略の策定、

業務改善、プロセスリエンジニアリング、人／プロセス／技術を含むチェンジマ

ネジメント、ガバナンス／コンプライアンス（倫理／プライバシー／信頼／バイ

アス／説明可能性などを含む）、AI ソリューションに関わる内部監査などの、構

築や実現を支援するサービスが含まれる。また、AI ビジネスコンサルティングに

は、事業戦略や製品戦略、顧客エンゲージメント、業績や業務改善計画の策定を

支援するための AI ソリューションの活用も含まれる。AI 向け BPO には、複数の

特定のビジネスプロセスにおける AI の運用と責任を、第三者のサービスベンダ

ーが請け負うことが含まれる。AI BPO サービスは、ビジネスアナリティクス BPO

サービスの基盤上に構築されており、サービスベンダーは、F&A（財務／経

理）、調達、人事、カスタマーケアなどの主要な産業共通型機能や、産業特化型

機能のプロセスワークフローから非構造化データを管理するために、AI 技術を継

続的に組み込んでいる。AI BPO サービスには、BPO サービスの提供を支援する

ための AI ソリューションの使用も含まれる。たとえば、人間のエージェントに
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対する AI による意思決定支援、従来人間が担当していたインタラクションに組

み込まれたインテリジェントな会話アシスタント（チャットボットなど）、AI を

活用した BPaaS（Business Process as a Service）デリバリーモデルなどである。 

▪ AI向け ITサービス：AI アプリケーションやインフラストラクチャ支出に関連し

た IT コンサルティング、システムやネットワークの実装、IT アウトソーシン

グ、アプリケーション開発、IT デプロイメントやサポート、IT 教育やトレーニ

ングなどが含まれる。また、包括的な AI ジャーニーにおける IT 戦略の策定や、

基盤となるデータアーキテクチャの評価、設計、導入の支援も含まれる。AI 向け

IT サービスには、AI ソフトウェアプラットフォーム上での AI 対応アプリケーシ

ョンの設計、開発、実装に携わるデータサイエンティストやその他の SME

（Subject Matter Expert）への外部支出も含まれる。その重要な役割は、さまざま

な潜在的なデータやデータソースを調査、検討し、そのデータを使って AI 対応

アプリケーション内のモデルをトレーニング、検証、スコアリングすることであ

り、導入後の運用支援も行う場合がある。基本的なデータサービスは、AI システ

ムの重要な構成要素であり、初期分析や学習を行うための基盤となる。データサ

ービスは、AI システムの機能やプロセスに大きく依存しており、非構造化／構造

化の両方を含む幅広いソースから得られる可能性がある。これらのデータサービ

スには、AI 対応アプリケーション内でデータを取り込み、整理し、クリーニング

し、利用するために必要なプロセスが含まれる。 

参考資料 

関連調査 

▪ 国内 AIシステム市場予測、2025年～2029年（IDC #JPJ52153625、2025 年 4 月

発行） 

▪ 2025年 国内デジタルビジネス支援サービス需要調査：国内企業のデジタルビジ
ネスイニシアティブおよび支援サービス利用動向（IDC #JPJ52157125、2025 年 4

月発行） 

▪ 国内ビジネスアナリティクス／AIサービス市場予測、2024 年～2028 年（IDC 

#JPJ51508824、2024 年 12 月発行） 

▪ IDC FutureScape: Worldwide Digital Business and AI Transformation 2025 Predictions - 

Japan Implications（IDC #JPJ52156925、2024 年 12 月発行） 

▪ IDC FutureScape: Worldwide Artificial Intelligence and Automation 2025 Predictions - 

Japan Implications（IDC #JPJ52153425、2024 年 11 月発行） 

Synopsis 

本調査レポートは、国内 AI（Artificial Intelligence）サービス市場における主要ベンダー

に対して、IDC MarketScape モデルに基づいて「戦略（Strategies）」および「能力

（Capabilities）」の評価を行い、その分析結果を報告するものである。また、IT バイヤ

ーが AI サービスベンダーを選定する際に留意すべき事項を提示している。 
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「IT バイヤーは、AI の本格的導入が進む転換期（AI Pivot）に重要となる戦略策定やガ

バナンス強化の支援や、人と組織の変革に向けた体制を構築するためのビジネス面の支

援能力に加えて、ユースケースの本番導入に向けた開発力といった実装能力や、運用に

重要となる AI プラットフォームや AI インフラストラクチャの支援などのテクノロジー

面の支援を統合的に提供できるベンダーを選定すべきである」と、IDC Japan、Software 

& Services のシニアリサーチマネージャーである植村 卓弥は分析している。 
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